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I. はじめに
中国建国40年間の経済建設の特徴，あるいは中国社会主義の特質を理解しよ
うとすれば， 都市（工業）と農村濃業）との矛盾を理解しなければならない。中
国は社会主義社会であり，経済水準は日本より低いが，人民は平等にその生活
を享受していると考えられがちである。しかし，果たしてそうであるのか。こ
れは否と言わなければならない。中国における最大の不平等は都市と農村との
社会的・経済的・文化的不平等である。かつて文化大革命において「都市と農
村の格差」，「工業と農業の格差」，「精神労働と肉体労働の格差」という三大差
別の是正が主張されたように，都市と農村の不平等は解放後も存在してきた
し，現在も存在している。解放後から現在まで40年間の中国経済史を通観する
と，都市と農村の間の社会経済的格差は大きく， 常に大きな矛盾を抱えてき
た。この格差や矛盾を一言で言い切ると，都市は社会主義であるが，農村は社
会主義ではないということになる。
このような都市と農村との格差が，解放後40年間共産党の指導する社会主義
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政権下になぜ存在し，解消されなかったのであろうか。本稿ではこの点を歴史
的に分析し，中国経済が現在まで抱えてきた特質に接近し，その解決策を模索
する。
Il. 都市と農村の格差と矛盾
中国における都市と農村の矛盾を維持し， 温存してきたのは戸口（戸籍）制度
である。中国には都市戸籍と農村（農業）戸籍があり， 農村戸籍から都市戸籍ヘ
の移動は困難である％都市住民の多くは国営企業や国家機関といった単位に
所属し，十分ではないにしても所属する国家単位から食糧・住宅・医療・燃料
・年金等の保障が受けられる2)。第 1表は国家財政による都市住民と農民に対
する物価手当てであるが，その大部分は都市住民に使われており， 都市住民は
我々が言うところの社会主義の恩恵を受けていることが窺える。ところが，農
民（農村戸籍）は1956年に農業の社会主義集団化を完成して以降，農村の集団経
第1表国家財政の物価手当て （単位：億元）
心雙I合 計 1都物価市手住民当へての・1 %. I麟紺生る手蜘当にて 1 彩
1978 79.51 55.60 69.93 23.91 30.07 
1979 157.81 136.02 86.19 21:79 13.81 
1980 198.97 178.56 89.74 20.41 10.26 
1981 239.46 217.72 90.92 21. 74 9.08 
1982 261. 57 240.22 91.84 21.35 8.16 
1983 282.98 269.52 95.24 13.46 4.76 
1984 329 320.85 97.52 8.15 2.48 
出所）賀暁東「城郷分配格局与城郷経済関係」『中国農村経済」 1988年第3期，
p. 8。
1)中国における戸口制度を箇明に紹介したものに，坂本楠彦「くすぶる“農民”問題」
『中国研究月報』第43巻第1.号， 1989年があるので参照にされたい。
2)都市住民に対する国家の各方面にわたる保護は農民に対しては見られない。都市住民
が安価な公定価格で購入できる副食品と燃料の供給制については， 「城里明補暗補
郷下明拿暗拿一浅談副食品与燃料供給制度」『人民日報J1989年6月12日を参照され
たい。
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済に属し，その集団経済が農民の社会生活を保証するのが建前となってきた。す
なわち，農民の社会生活の面倒をみるのが国家ではなく，集団であるというこ
とである。農民の所属する集団経済が豊かであれば，農民の社会生活における
保障は行き届くが，そうでなければその多くは個人で解決しなければならない。
例えば，農民は食糧や住宅を基本的に個人で賄わなければならず，医療や各
種の社会福祉は集団経済が豊かでない限り個々の農民にまで行き届かないのが
実情である。合作医療もその中身は薬を提供したり，注射をしたりする程度の
ものでしかなく，金がなければ都市にある国立病院へも行けない。また，農村
においては年金制度（養老金）を設けているところはまだ少なく， その給付金額
も少ない。息子のいない老人は「五保戸」として集団から食糧・衣服・燃料・
医療・葬式の五つを保障されるが，これは集団経済の負担の下にあり，貧しい
集団経済であればその中身はお粗末である。一般的には農村の老人扶養はその
息子達に期待が寄せられ，男児出生は重要視される。国家が大声で計画生育を
叫んでも，農民の老後を保障する社会保障制度が整備されない限り，男児が生
まれるまで子供を生み続けるのは当然であり， 「一人っ子政策」が遵守されな
い原因はここにある8)。
また，第2表から単純に都市と農村との社会的経済的格差を量的に比較して
みると，家族数は農村の方が都市より 1人強多く，労働力も僅かに多く， 1人
の労働力が扶養する家族数に大きな差はない。労働力数は各家庭の収入・支出
3)計画生育の実態についての新聞記事が最近非常に眼につく。「我国的百万弦子無戸籍」
『人民日報』 1988年6月30日は，無戸籍の子供が100余万人いると報じている。『朝日
新聞」の記者は上海『青年報」の記事として無戸籍の子供が6;000万人に達し・ている
ことを紹介している。『朝日新聞』 1989年7月26日。また，『朝日新聞」 1989年1月17
日は「中国婦女報』 1989年1月16日の記事として，全人口の 1%が無戸籍であると報
じている。 このような計画生育を無視する傾向に対して， 「要求各地加強 出生登記
工作」『中国人口報」 1988年12月5日は， 公安部国家計画生育委員会連合会通知とし
て，各地方の関係部門に出生登記を強化する記事を載せている。このような計画生育
の無視は農村において見られ，その理由の最大は自己の老後の面倒をみてもらうため
である。また，『人民日報」 1989年7月26日の「読者来信」には， 法律の網の目をく
ぐりぬけて超過出産する事例．が読者から寄せられており，非常に興味がひかれる。
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第3表都市と農村の社会経済的格差
（農村を 1としたときの都市の指数）
~ 年平均収入 消費 1人当たりの主要消費品消費量1 人労当働た力 水準 食糧贔鷹豚肉！砂糖タバコ 酒1石鹸当たり り
1980 2.71 1 3.38 2.02 3.30 2.89 3.21 5.52 
1981 2.23 1. 69 2.51 0.98 3.45 1. 75 3.14 4.56 
1982 1. 96 1. 48 2.36 0.96 3.87 1. 68 2.97 2.69 2!77 4.17 
1983 1. 84 1. 51 2.21 0.94 3.85 1. 64 2.88 2.29 2.39 3.69 
1984 1. 85 1. 54 2.21 0.94 3.47 1. 60 2.92 2.00 2.42 3.40 
1985 1. 90 1. 67 2.33 0.93 3.62 1. 56 2.81 1. 97 2.26 3.36 
s 人口当たり耐久財所有量 1人当魯た1人輝り電当 者人数口当たり医療関係 人院たト数ペnり病当ッ自転車1ミシン腕時計1ラジオテレビ住た面り居積 計 1医者看護婦
1980 4.98 3.50 7.66 3.65 1. 67 0.53 12.1 4.43 4.21 9.02 3.17 
1981 4.68 3.42 7.15 2.89 9.33 0.32 1. 3 3.22 
1982 4.08 3.15 5.47 2.22 10.20 0.52 12.5 4.39 4.53 7.83 3.26 
1983 3.67 3.13 4.41 2.10 9.00 0.51 11.2 3.28 
1984 3.05 3.05 3.51 1. 89 17.64 0.46 8.6 3.13 
1985 2.80 2.96 2.95 1. 78 10.13 0.45 6.3 3.91 4.08 6.49 3.09 
出所）国家統計局社会統計局司「中国社会統計資料1987』1987年より作成。
に大きく関係する。しかし，収支を見ると都市と農村の 1人当たり収入格差は
大きく，これは年度を追うに従って拡大している。支出においても同様であり，
その差額は貯蓄となってあらわれ，その差は開く一方である。その結果，近年
耐久消費財の所有数が両者において飛躍的に増大しているが，所有数にはまだ
かなりの格差がある。耐久消費財は1980年代初期に都市においてすでに農村よ
りかなり普及していたため農村ほどの伸びはないが，テレビの普及率，特にカ
ラー・テレビの普及率は都市において著しい。農村が都市よりも唯一優位にあ
るのは住宅であり，都市住民は所属する単位から住宅が配分されるのに対し，
農民は自留・地に自ら住宅建設を行い，特に最近の農村の住宅建設ラッシュによ
り，居住間数と居住面積は都市住民の約2倍に達している。
第 2表の都市と農村の格差を指数で表したのが，第 3表である。これを見る
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と，収入，消費水準，主要消費品消費量，耐久消費財所有量，電気使用，医療
において都市の方がいかに条件がよいか理解できよう。ただ，主食の食糧と居
住面積については農村が都市を凌いでいる。農村の食事は主食が中心で副食品
が少ないため，その結果食糧が多くなっている。居住面積が広いのは農村とい
う空間にあって自留地等の土地利用が可能であるためである。
質的な比較を単純に図表化することはできないが，都市住民が享受できる条
件と農民のそれとは格差がやはり大きく，それゆえにこそ農民は都市戸籍の取
得を希望するのである。例えば，都市と農村の格差を『農民日報』は，次のよ
うに的確に表現している。
「農村戸籍の公民は国家の正規の大中専院校に合格する以外，原則上非農業
戸籍に切り換えることは不可能である。かれらを待っているのは農業だけであ
り，農村に生まれて農村で死ぬ。しかし，一旦非農業戸籍に換われば直ぐに地
獄から天国へ昇格し，都市に居住する権利を獲得する。工業文明と都市文明の
各種の長所，就業・食糧・医療・住宅等を享受でき，まるで永久に享受できる
r金飯碗』を手に入れたかのようである」4)。
とあり，都市住民と農民とが社会生活上で受けられる条件の相違が窺える。
m. 中国社会主義建設における問題点
このような都市と農村の社会経済的格差は解放前から存在していた。 しか
し，解放後においてはこれを政策として固定化させた。その理由は解放後の経
済建設と大きく関係している。 1949年に政権を握った中国共産党は国民経済
建設の重要課題として工業化をうたった。解放前に日本帝国主義が東北地方
（旧満州）に建設した重工業や国民党の官僚資本が所有する工業， 諸列強が租界
地において建設した工業は，全て接収して国営工場として経営されるようにな
った。しかし，これだけでは新中国の工業建設は不十分であり，早急に近代的
4) 「城市戸口価値千金 農村戸口分文不値」『農民日報』 1989年5月11日。
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工業体系を打ち立てる必要があった。特に，朝鮮戦争後のアメリカを中心とし
た西側諸国による「中国封じ込め政策」は，中国に国防の重要性を認識させる
こととなり，軍事工業の育成を緊急課題とさせ，工業建設を加速化させた。
1952年に経済復興を終えた中国経済は， 53年から第 1次5カ年計画を開始し，
ソビエトから中央集権的経済管理システムを導入し，ソビエト・モデルといわ
れる重工業育成政策を実施した。
ところが，農業が主産業である発展途上国において工業化を推進するために
は，その資金源傭澤）が大きな問題となる。一般にこれらの資金を外国侵略に
より獲得出来ないという条件下にあれば，①外国からの資金援助，R基幹産業
である農業からの獲得，という二つの方法が考えられる。西側の「封じ込め政
策」に遭った中国にとって，一つはソビエトからの援助はあったが僅かであ
り，その中心は農業からの資金獲得であった5)。すなわち，解放後の中国経済
建設は一貫して，農業を工業化のために犠牲にしてきた。言い換えれば，農業
は農村のことであり，工業は都市のことでもあるので，農村は都市の発展のた
めの犠牲になってきたとも言えるのである。
この農業・農村の犠牲の具体的内容は何であるのか。解放後の経済復興の中
心課題は長期の戦争や内戦によって疲弊した経済を建て直すことにあり，中国
の封建制を一掃することにあった。これが土地改革である。土地改革の目的は
農村における封建的土地所有関係の解体，すなわち地主階級の封建的搾取の土
地所有制を廃止して，農民的土地所有制を実行し，それによって農村の生産力
を解放し，農業生産を発展させ，新中国の工業化のために道を開くことにあっ
た6)。土地改革により農民は土地を分配され， これまで地主に搾取されていた
小作料は農民のものとなり，飢えから解放された。
ところが，小作料という形態で地主を通じて商品化されていた食糧は，解放
5')古澤賢治「中国の経済建設過程に見る「社会主義的原蓄」の一考察」（現代中国叢書
XXIII) 1985年を参照のこと。
6) 「中華人民共和国土地改革法」『人民手冊1951」1951年， p.辰26。
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後は極端に少なくなり，国家が農民から徴収する農業税のみを商品食糧として
一定量確保できたにすぎなかった。しかしこれだけでは不足で，国家は工業化
のために都市の労働者に安定的に安価な食糧を供給する必要があり，食糧問題・
解決のために1953年10月より統一的に食糧を安価に強制的に買付ける「統購制」
を実施し:t.:7)。特に，この買付価格は市場価格に比すと極端に安<, この差額
は国家の財源となり，工業化のための資金となった。この制度は1985年に廃止
され，国家と農家との定量契約買付制である「定購制」に替わったが，食料生
産量の伸び悩みから「定購制」は実質的には「統購制」と変わらず，農民にと
り現在も不満の種である。
ところで，国家は農民から商品食糧を買付けるため次のような方法を採用し
た。国家が一々個々の農家から食糧を買付けることは農民の反対もあり，多く
の困難が存在したため，農民を集団化して買付ける方が効率的であるとして，
農業集団化を当初の予定よりも速め，集団化を完成させることによって直接集．
団から徴収した。建国から社会主義の完成までを過渡期とし，社会主義改造を
完成させるまでの過渡期の全般的な方針をまとめた「過渡期の総路線」におい
て，中国の指導者達は当初社会主義改造が長期間を要し，それによって徐々に
旧い伝統農村を変革させていく予定であったが叫第4表に見られるように
7) 1953年10月16日に中共中央「関子実行糧食的計画収購興計画供応的決議」（食糧の計
画買付け・計画供給を施行することに関する決議）が通過し， これを受けて 11月19
日に政務院の「関子実行糧食的計画収購奥計画供応的命令」 （食糧の計画買付け・計
画供給を施行することに関する命令）が通過した。『中共党史参考資料』（八） 1980年，
pp. 1~10。
8) 1953年6月に毛沢東は，中国新民主主義青年団第二次全国代表大会主席と会見した時
の談話「青年団的工作要照顧青年的特点」において，「党の過渡期の総路線と総任務は
三つの 5カ年計画を経て，基本的に社会主義工業化と農業・手工業・資本主義工商業
の社会主義改造を完成する」と述べている。また，毛沢東は1953年8月の全国財経エ
作会議の「党在過渡時期的総路線」において， 「中華人民共和国の成立から社会主義
改造の基本的完成まで，これは一つの過渡期である。党の過渡期における総路線と総
任務は相当に長い時間をかけて，基本的に国家の工業化と農業・手工業・ 資本主義工
商業の社会主義改造を実現する」と述べ，社会主義改造には相当の時間をかけるべき
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1950 
1951 
1952 
1953 
1954 
1955 
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第4表農業集団化の推移(%)
A ロ 作 社
互助組
計， 1初級合作社 1高級合作社
10.7 
19.2 
39.9 0.1 0.1 
39.3 0.2 0.2 
58.3 2.0 2.0 
50.7 14.2 14.2 
96.3 8.5 87.8 
出所）国家統計局「偉大な十年」 1960年。 p.32より作成。
全国農家総数に対する加入農家数の割合。
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1956年に一挙に高級生産合作社を完成させてしまった背景にはまさにこの食糧
問題があった。この点を陳雲は， 1957年9月の全国食糧工作会議での「食糧エ
作を重視しよう」という報告において， 次のように認めている。「 1億余の農
家を数十万の合作社経済単位に改変すれば食糧工作は全てうまくいくと思った
が，今から見ればこのような考えは完全に正しいというものではなかった」9)
と。それゆえ，農村では旧い伝統社会の上に新しい社会主義を接ぎ木しなけれ
ばならなかった。ここに中国社会主義が抱える大きな問題があった。
このような都市と農村の体制を維持するために国家は農民を農村に留めてお
く政策を採った。 1958年の「中華人民共和国戸口登記条例」10)により農村戸籍
の者が都市へ移住することを禁止し，逆は可とした。すなわち，工業化のため
と考えているが，現実には1956年に社会主義は完成してしまった。中華人民共和国国
家農業委員会癖公室『農業集体化重要文件匪編(1949-1957)」上冊， 1981年， p.203 
~204。ところで， 筆者は，研究課題として解放前の伝統的社会構造が解放後40年間
にどこまで変革・変容されたのかを農村実態調査を通じて分析してきたが，基本的に
9日農村の社会構造は大きく変革されなかったという結論に達しつつある。その大きな
要因に社会主義改造の急ぎ過ぎがあると考えている。
9) 『陳雲同志文稿選編 (1956~1962)」1980年， p.67。
10)農牧漁業部政策研究室編「腹村実用法規手冊』 1987年， pp.429~433。
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の労働力を農村から都市へ吸引するという方法は一貫して否定されてきた。近
年，経済発展の著しいアジア NIESでは，農業を犠牲にして工業化を達成し
た後，農村の過剰労働力を吸引し，農家経済を豊かにしたという歴史事実が存
在するがn>,解放後の中国においては都市と農村の連携は一貫して弱かった。
都市の工業が農村の過剰労働力を吸引するという発想は弱く，農民を都市へ移
動させなかった。というのは，農業・農村を犠牲にして建設してきた工業はそ
の生産効率が悪く，農村の過剰労働力を吸引するまでに発展せず，都市自身に
おいても過剰就業や待業青年を抱えてきたからである。•
このような状況下において農村から都市へ大量に農民が流出してくれば，都
市において食糧問題や住宅問題・教育問題・交通問題・青少年問題が一気に吹
き出し，都市経済は麻痺することは必至であった。そのため農村戸籍の者が都
．市戸籍を取得出来る機会をできるだけ少なくした。ただ，高学歴を身につけて
国家機関に職を配分されれば都市戸籍を得ることは可能であったが，農村の教
育水準の低さと教育普及率の低さにおいて農村青年が都市戸籍を取得する機会
は少なかった12)。それゆえ，解放後からごく最近に至るまで農村人口の都市への
11)拙稿「農業生産構造の変化と工業化ー工業化に果たした農業の役割」谷浦孝雄編「台
湾の工業化」 1988年を参照されたい。
12) 1985年5月27日の中国共産党第12期三中全会で採択された「教育体制改革に関する決
定」は，基礎教育発展の責任を地方に委ね，段階的に9年制義務教育を実施に移すこ
とを教育体制改革の基盤としているが，中国は国土が広く，文化・経済の発展が不均
衡であるので，義務教育の実施およびその内容は各地の実情に合わせるべく，全国を
大きく三つの地区に区分している。第1は全国人口の4分の 1を占める都市，沿海各
省の中で経済が発展している地域，および内陸部の発展している一部の地域である。
ここでは相当の部分がすでに中学教育を普及させており，残りの部分は質的向上と量
的拡大に留意して1990年頃には中学教育を普及させる。第2の地区は全国人口の約半
数を占める中程度に発展を遂げた鎮および農村である；この地区ではまず質的向上と
量的増大に留意して小学教育の普及を図り，同時に積極的に条件作りを進めて， 1995
年前後には中学段階の普通教育あるいは職業教育を普及させる。第3の地区は全国人
口の約4分の1を占める経済的後進地域である。ここでは経済の発展にともなって基
礎教育の普及を積極的に進める。「中共中央関子教育体制改革的決定」『人民日報』
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第5表都市・農村人口比率の推移
年;~, 都市人口（彩） 1農村人口（彩）
1950 1. 2 88.8 
1955 13.5 86.5 
1960 19.7 80.3 
1965 18.0 82.0 
1970 17.4 82.6 
1975 17.3 82.7 
198.0 19.4 80.6 
1981 20.2 79.8 
1982 20.8 79.2 
1983 23.5 76.5 
1984 31. 9 68.1 
1985 36.6 63.4 
1986 41. 4 58.6 
1987 46.6 53. 4 
出所）前掲『中国統計年鑑1988』p.97よ
り作成。
移住は緩慢にしか進展しておらず，第5表に見られるように解放後の長い間，
都市人口と農村人口の比率に大きな変化は見られない。比率は1984年以降に大
きく変化しはじめ，都市人口の割合が増加しているが，これは1984年に採用さ
れた政策によるものであり，この点は後述する。これとは反対に1960年代初期
の食糧不足の時には都市人口の一部を農村に下放させたり，文革期に都市の知
識青年を農村に下放させたことは記憶に新しく，都市から農村への人口移動を
国家は積極的に推進してきた。
IV. 農村における経済改革の成果
1978年12月に開催された中国共産党第11期三中全会は，これまでの路線とは
1985年5月29日。これによれば全国人口の4分の3は小学教育も十分に普及しておら
ず，都市と農村の教育水準格差の大きいことが窺える。また，上記の決定を受けて．
翌年の 1986年4月12に閉幕した第6期全人代第4回会議で「中華人民共和国義務教
育法」が採択された。『北京周報」第19号， 1986年5月13日。
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第6表農業・軽工業・重工業に対する基本建設投資の割合（％）
｀ 農 業1軽工業 1重工業
第1次5カ年計画期 7.1 6.4 36.2 
第2次5カ年計画期 1. 3 6.4 54.0 
1963年~1965年 17.6 3.9 45.9 
第3次5カ年計画期 10.7 4.4 51. 1 
第4次5年力計画期 9.8 5.8 49.6 
第5次5カ年計画期 10. 5 6.7 45.9 
1980年 9.3 9. 1 40.2 
第6次5カ年計画期 5.1 6.9 38.5 
1981年 6.6 9.8 39.0 
1982年 6.1 8.4 38.5 
1983年 6.0 6.5 41. 0 
1984年 5.0 5.7 40.3 
1985年 3.4 5.9 35.7 
第7次5カ年計画期
1986年 3.0 7.0 38.2 
1987年 3.1 7.4 43.5 
出所）前掲『中国統計年鑑1988」p.569より作成。
異なる「改革と開放」路線を打ち出した。農村における路線の転換は短期的に
は食糧の買付け価格を引き上げ，長期的には農業の集団経営を廃止して，農地
を農家に分配し請け負わす， 生産責任制を実施した。 しかしながら， 第6表
に見られるように農業に対する基本建設投資の割合は1963年~1965年の経済調
整期を除いてほぼ10%以下であり，三中全会以後も急速に減少していることか
ら，国家の農業軽視政策は一貫して変化していないと言える。長期にわたって
停滞してきた農村経済を立て直すために，国家は農業に重点的に投資し，農業
生産力を高める必要がある。そのためには水利開発や農地整備等の農業基盤整
備，農業機械化の進展，肥料や農薬の増投，品種の改良等に投資しなければな
らないが，農民による労働蓄稼を除けばこれまでも国家投資は少ない。これに
対して国家は農民に土地の使用権を認め，自由に農業経営をさせることで，農
民にインセンティプを与え，生産力を高めようとした。この結果，食糧は1984
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年に4.07億トンという史上最高の生産量を達成するが，このインセンティプは
長続きせず， 1985年は3.79億トン， 1986年3.92億トン， 1987年4.02億トン，
1988年3.94億トンと，食糧生産量は停滞している13)。
言ってみれば，農村経済の発展は農村自身の蓄積でもって行えというのが農
村政策の基調であり，これまでの拘束を緩和し自由にさせてやるから自分達で
なんとかしろ，というのが三中全会以降の政策である。しかし，これによって
農村経済が大きく変化したのも事実である。土地分配を受けた農民は耕種農業
だけでなく，養鶏や養豚・養魚，運輸業等の副業といった農業の多角経営を行
ぃ，その結果 1万元以上の収入を得る万元戸が出現した。また，農業収入が少
なければ，家族内分業を駆使して基幹労働力を収入の多い職種へ移動させ，農
業は婦人や老人・子供が担うといった，日本で見られた「三ちゃん農業」．へと
転換させ，農業の地位は低下した。このような経済改革の中においても農民の
都市への移住は禁止され， 「離土不離郷」償濃しても離村させず）という政策が
採られてきた。
農業の衰退とは裏腹に，・ 集団投資による農村工業である郷鎮企業が発展し
た。郷鎮企業は農村に存在した過剰労働力を吸収し，農家収入を増大させた。
また，郷鎮企業から郷や村への利潤の上納は郷村の基本建設に投資され，農村
建設が大きく進展した。例えば，道路建設や農村教育の充実，五保戸や貧困戸
への援助，農民分担金の減少を伴った。
農村の経済改革をさらに推進するために商品経済を一層促進し， 「小城鎮」
と呼ばれる集鎮（町）建設が行われた。「小城鎮」はかつての人民公社の中心地
であり，現在の郷人民政府の所在地である。また，解放前からその地域の政治
・経済の中心地であり，商工業が発達したマーケット・クウンであった14)。解
放後の農村政策は集鎮において個人で商工業を行うことは資本主義であると批
13)国家統計局「中国統計摘要1989」1989年， p.26。
14)費通通はこれまでの「小城鎮」に関する4編の論稿を整理して， 『小城鎮四記」 1985
年を出版しているので，参照にされたい。
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判し，そこにおける商品経済の発展を押えてきた。特に，文革中は鎮における
商店は国営か合作経営のものしかなかった。そのため，農村における商品経済
の発展は遅れ，農村経済に大きな弊害をもたらしてきた。
経済改革は再び集鎮の機能を重視し，自由市場を復活させるとともに，1984年
11月に「関子調整建鎮標準的報告」（鎮の建設基準を調整することに関する報告）15)を
公布し， かつての集鎮を「新建鎮」として都市に分類した。すなわち，中国
における都市とは「城鎮」であり，これには大都市の市街区，県の中心地であ
る県城鎮とこの新建鎮を含んだ。そして，農民が新建鎮において商工業やサー
ビス業に従事したいのであれば，農村における分配地を放棄し，申請すれば許
可が与えられるという 「国務院関子農民進入集鎮落戸問題的通知」（集鎮に定住
した農民の戸籍移転問題に関する国務院通達）16) を1984年10月に交付した。 これに
よりこれまで農村人口に数えられてきた農民は都市人口に編入され，その結果
都市と農村の人口比率は第 5表に見られるように， 1987年で46.6対53.4とこれ
までとは大きく変化した。しかし，新都市住民となった元農民は都市住民と平
等の権利を手に入れたわけでなかった。かれらには食糧や燃料・副食品等の各
種の配給切符がなく，都市住民が購入出来る基本生活用品を割増価格（「議価」
一協議価格）で購入出来る権利が認められただけである。その結果，「小城鎮」
建設政策により農村戸籍と都市戸籍以外に第三の戸籍が出来たことになる。
V. 結
?
「改革と開放」政策は，中国経済を国際大循環の中に組み入れ，さらに飛躍
的に中国経済を発展させようとする「沿海地区経済発展戦略」を打ち出した17)。
これは沿海地区の郷鎮企業が外国資本と提携して，原料を輸入して，製品を外
国に輸出し，これにより農村の過剰労働力を吸引するとともに，外貨と技術を
15)前掲「農村実用法規手冊Jpp. 318~320。
16)同上書,pp. 440~441。
17) 「趙紫陽縦談沿海地区経済発展戦略」「人民日報」 1988年1月23日。
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獲得しようとするものである。また，経済発展を効率的に運営するために企業
の管理権限を下部に下ろし，各企業に経済自主権を与える企業改革は，政治と
経済を切り離し，政治が経済に口を挟むことを防ぐべく，政治体制改革までを
も姐上に登らせた。しかし，官僚の特権を利用した「官倒」（官僚ブローカー）は
経済活動を妨げ，物価を吊り上げた。開放政策による盲目的な経済過熱も資材
不足をよび，急激なインフレを引き起こし，都市住民の生活を直撃した。その
ため住民は官僚の腐敗とインフレに対する批判の声を上げるようになった18)。
これに対して政府は1988年後半よりインフレを抑えるための引き締め政策を
実施しはじめた。この引き締め政策により農村から都市へ流出した農民は，建
築現場での仕事や臨時エとしての就業の機会が減少し，大きな影響を受けてい
る19)。また，これまで農村経済発展にとって役割の大きかった郷鎮企業は，企
業競争力を持ちうるまでには発展しておらず，引き締め政策により資金繰りと
原料の入手が困難となり，本年に入り相次いで経営難に陥り， 倒産している
20)。農村労働力の多くが農業から工業へ移動し，収入の多くを非農業部門に依
存する状況下において，郷鎮企業の経営難や倒産は農家の収入減となり，今年
の春節後に多くの農民が職を求めて都市へ盲目的に流出した。これは都市にお
18)本年4月から始まった天安門広場でのデモやストライキといった民主化運動は単に学
生だけでなく，広範な市民の社会生活の不満の意思表明でもあった。
19) 1989年7月末に都市の職工はは昨年同月に比して 175万人減少したことが報告されて
いる。「全国職工半年減少百万」『人民日報」 1989年7月20日。また，李東明・李耀鋒
「関子農業剰余労働力転移的思考」によると，昨年下半期に始まった全国範囲の基本
建設投資の圧縮は経済発展速度をダウンさせ，都市の数百万の農民建築エや計画外雇
工を帰郷させた。『人民日報」 1989年7月21日。「500万：一股難以消化的人流」『農民
日報』 1989年3月15日によれば， 全国で500万前後の農民を農村へ返す計画であると
いう。『毎日新聞』 1989年8月28日によれば， 失業者が増大し， 文革直後以来の第二
の大堡失業時代が出現する恐れが出てきた。過去5年間の平均失業率は 2彩で推移し
てきたが，今年は3.5彩~4彩に上昇し，失業者数は昨年末の296万人から倍増しかね
ない状態である。
20)最近， 9万余の郷鎮企業が倒産しているとの報告がある。「郷鎮企業関停已達九万多
家」『農民日報j1989年5月29日。
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ける社会不安ともなり，国家は強制的に農民を農村へ帰す運動を行ったが20,
現在もこの盲流は続いているようである22)0 , 
急速に進められてきた「改革と開放」政策の矛盾が最近一気に噴き出し，社
会経済が混乱しはじめている。特に，経済改革の進展と政治体制改革の遅れは，
到る所で矛盾を噴出している。かといって，これまで採られてきた「改革と開
放」路線を急に変更するわけにはいかない。既述してきたように建国40年間ほ
ぼ一貫して農業・農村は工業・都市の犠牲となってきた。農村と都市，農業と
工業のバランスのとれた経済発展を構築していくためには，農業・農村にもう
少し比重を置き，農業を振興させ，農村経済を安定発展させることが緊急の課
題である。そのためには農民が農業を重視するよう，国家は農業投資を増加さ
せ，工業が農業を支援できるような農村経済システムを構築する必要がある。
現在， これを妨害しているのは，既述した① 「定購制」と③戸籍制度であ
｀ る。「定購制」は農産物を低価格に抑え， 農民の生産に対する意欲を阻害して
いる6これに対して国家は買付け価格を引き上げる必要がある。しかし，これ
を行うと国家の財政負担は大きくなり， 困難は大きい。一方，「定購制」を廃
止して市場経済に委ねれば農産物価格は一挙に高騰し，都市住民の生活を圧迫
し，国家は物価手当等の各種の補助を実施しなければならず，これも問題が多
い。だがしかし，農民の生産に対する意欲を少しでも刺激するために，現状の
21) 「厳格控制民エ盲目外出」『農民日報』 1989年3月6日。今年の春節後， 南の玄関で
ある広州には150万の農民が流入し， 治安が乱れ， 当局は農民の移動を規制しはじめ
た。「滞留民ェ陸続返郷 南下勢頭依然未減」『羊城晩報』 1989年2月24日。農村から
都市へ流入した農民は経済の引き締めにより職を探せず，政府に対する不満を強めて
いる。また，香港『東方日報」1989年2月27日は，農民の広州への盲流に関する記事
を大きく扱っている。 6月4日の「天安門事件」にこのような農民が参加したのは，
この間の経済政策に対する＇不満の意思表明であると考えられる。
22) 「毎日新聞j1989年8月11日の特派員報告によれば， 夏に入っても連日 5~6,000人
の出稼ぎ労働者が四川省や貴州省・湖南省からも職を求めて広州市にやってきてい
る。経済引締めと「天安門事件」等が重なり，広州市では失業者が増加傾向にあり，
出稼ぎ労働者は職を見つけることができず，駅周辺では治安にも影響がではじめてい
る。
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低い買付け価格を幾分なりとも引上げ，農業生産力を向上させることは重要で
あり，先決の課題である。
戸籍制度は農民の都市への移住を禁止し，都市と農村との社会的・経済的・
文化的格差を温存してきた。農業投資の少ない現状のもとで農工間の格差を是
正しようと思えば，農民の都市への自由移住を認め，農民の都市での就業機会
を増やせばよいのであるが，これを実施すると既述した各種の社会問題が発生
する可能性がある。しかも，都市工業の生産効率は悪く，物的生産力が低い段
階では，農村労働力の吸引力は弱く，大量の人口が都市へ移動すれば発展途上
国に見られる都市のスラム化は必至であろう。かと言って，現状の都市住民と
農民の固定化・差別化は社会主義の名にそぐわず，これを解消するためには農
民の都市移住禁止の緩和の方法を模索する必要がある。
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